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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大

臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 6192-2：0000 
 (ISO 11146-2：2021) 

レーザ及びレーザ関連機器－レーザ光のビーム幅，

ビーム広がり角及びビーム伝搬比の試験方法 
－第 2 部: 一般非点収差ビーム 

Lasers and laser-related equipment  
—Test methods for laser beam widths, divergence angles and beam 

propagation ratios—Part 2: General astigmatic beams 
 

序文 

この規格は，2021 年に第 2 版として発行された ISO 11146-2 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で，附属書の語に続けて“J”を頭にもつ“A”から始まるラテン文字の大文字を付記し

た附属書 JA 及び附属書 JB は，対応国際規格にはない事項である。また，点線の下線を施してある参考事

項は，対応国際規格にはない事項である。 

レーザビームの伝搬特性は，10 個の独立したパラメータによる 2 次モーメントで特徴付けることが可能

である（附属書 JA を参照）。ただし，ほとんどのレーザビームは，対称性が高いため，必要なパラメータ

は少なくて済む。通常のレーザはその共振器設計によって，無収差のビーム又は単純非点収差のビー

ムを放射する。 

JIS C 6192-1 では，無収差ビーム及び単純非点収差ビームの測定方法を記載している。一方，この

規格では一般非点収差ビームの測定方法を扱う。この規格は，形のわからないビームに適用可能であ

る。JIS C 6192-1 及びこの規格で示す 2 次モーメントの方法に基づくビームの特性評価は，近軸近似

範囲内だけで有効である。 

ビームの特性評価及び伝搬並びにレーザビームの分類の理論的説明は，技術報告書である ISO/TR 
11146-3 に記載されている（附属書 JA 参照）。暗雑音除去及びオフセット補正の手順も，ISO/TR 11146-
3 で説明されている（JIS C 6192-1 の附属書 JA 参照）。 

JIS C 6192-1 及びこの規格では，放射パワー（エネルギー）密度分布の 2 次モーメントがビーム幅の

決定に使用される。これらの量の直接測定で問題が発生する場合には，同等の結果が達成可能である

限り，他の間接的な 2 次モーメント測定方法を使用することが可能である。 

ISO/TR 11146-3 では，ビーム幅測定の三つの代替方法と，この文書で使用されている方法との相関

関係が説明されている（JIS C 6192-1 の附属書 JB 参照）。これらの方法は，次のとおり。 

－ 可変開口方式 

－ 移動ナイフエッジ方式 
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－ 移動スリット方式。 

1 適用範囲 

この規格は，レーザビームのビーム幅（直径），ビーム広がり角及びビーム伝搬比の測定方法について規

定する。この規格は，一般非点収差ビーム及び形のわからないビームに適用される。無収差ビーム及び単

純非点収差ビームの場合には，JIS C 6192-1 が適用される。 

この規格では，ビーム幅，発散角などの物理量ではなく，ウィグナー分布の 2 次モーメントを用いてレ

ーザビームを説明している。しかし，これらの物理量は，ウィグナー分布の 2 次モーメントと密接な関係

がある。附属書 JA では，測定された 2 次モーメントから関連する全ての物理量を計算するための公式が

示されている。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 11146-2:2021，Lasers and laser-related equipment－Test methods for laser beam widths, divergence 

angles and beam propagation ratios－Part 2: General astigmatic beams（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 6192-1 レーザ及びレーザ関連機器－レーザ光のビーム幅，ビーム広がり角及びビーム伝搬比

の測定方法－第 1 部：無収差ビーム及び単純非点収差ビーム 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 11146‑1，Lasers and laser-related equipment－Test methods 
for laser beam widths, divergence angles and beam propagation ratios－Part 1: Stigmatic and simple 
astigmatic beams 

ISO 11145，，Optics and photonics－Lasers and laser-related equipment－Vocabulary and symbols 
EN 61040:1992，Power and energy measuring detectors, instruments and equipment for laser radiation 

注記 廃止規格であるが対応国際規格のとおり引用規格とする。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 6192-1，ISO 11145 及び EN 61040 による。 

ISO 及び IEC は，標準化で使用する用語データベースを次のアドレスに保持している。 

－ ISO オンライン閲覧プラットフォーム：https://www.iso.org/obp 

－ IEC エレクトロペディア：https://www.electropedia.org/ 

注記 1 これらの定義における x 軸，y 軸及び z 軸は，箇条 4 で示す実験室座標系を指している。この箇

条及びこの規格全体を通じて，“放射パワー密度分布 E(x,y,z)”という用語は，連続波光源を指

している。パルス光源の場合には，“放射エネルギーフルエンス分布 H(x,y,z)”に置き換えられ
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る場合がある。 

注記 2 “放射パワー”及び“放射エネルギー”は，それぞれ“radiant power”及び“radiant energy”に

対応する日本語の用語として用いている（IEC エレクトロペディア参照）。レーザ分野では，通

常，“光パワー”又は“光出力”，及び“光エネルギー”と記載されることが多い。測光分野で

は，“放射パワー”は，“放射束”として定義されている。 

3.1 
一般化ビーム径，dg（generalized beam diameter） 

次の 2 次モーメント式から導かれる，軸方向位置 z の断面におけるビームの放射パワー密度分布の広が

りを示す指標 
2 2

g 2 2d x y  ---------------------------------------------------------------------------------(1) 

注釈 1 この定義は，JIS C 6192-1 又は ISO 11145 で定義されているビーム径に類似している。しかし，

ここでは，定義は，円形の放射パワー密度分布に限定されない。 

3.2 
一般化ビームウェスト位置，z0,g（generalized beam waist location） 

一般化ビーム径（3.1）が伝搬軸に沿った距離で最小値になる位置 

3.3 
一般化レイリー長，zR,g（generalized Rayleigh length） 

一般化ビーム径が一般化ビームウェスト径よりも√2倍大きくなる，一般化ビームウェスト位置からの

ビーム軸に沿った距離 

3.4 
ウィグナー分布（Wigner distribution） 

位置 z における z 軸に垂直な平面上のレーザビームを表す位相空間分布 

注釈 1 ウィグナー分布は，二つの空間座標及び二つの角度座標の関数であり，点(𝑥, 𝑦)を通って方向(𝛩௫ , 𝛩௬)に伝搬するビームパワーの量を与える。 

3.5 
ウィグナー分布の空間 1 次モーメント，〈𝑥〉, 〈𝑦〉（spatial first order moments of the Wigner distribution） 

次式によって，測定された放射パワー密度分布から直接求めることが可能である，1 次モーメントの部

分集合 

( , , ) d d
( )

( , , )d d

E x y z x x y
x z

E x y z x y

 

 
 

 


 

 
------------------------------------------------------------------------(2) 

( , , ) d d
( )

( , , )d d

E x y z y x y
y z

E x y z x y

 

 
 

 


 

 
------------------------------------------------------------------------(3) 
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ここで，𝐸(𝑥, 𝑦, 𝑧)は，特定の平面（z = 一定）における放射パワー密度分布である。 

3.6 
ウィグナー分布の 2 次モーメント，〈𝑥ଶ〉, 〈𝑦ଶ〉, 〈𝑥𝑦〉, 〈𝛩௫ଶ〉, 〈𝛩௬ଶ〉, 〈𝛩௫𝛩௬〉, 〈𝑥𝛩௫〉, 〈𝑥𝛩௬〉, 〈𝑦𝛩௫〉, 〈𝑦𝛩௬〉
（second order moments of the Wigner distribution） 

位置 z におけるビームのウィグナー分布（3.4）の 10 個の 2 次モーメント 

注釈 1 10 個の 2 次モーメントには，次に示すビームの物理的特性に関する情報が含まれている。それ

らは，ビームのサイズ及び向き，発散角及びその向き，位相放物面の曲率半径及びその向き並

びにねじれパラメータである。これらの関係の詳細は，附属書 JA に記載されている。 

注釈 2 JIS C 6192-1 では，三つの空間 2 次モーメントを，𝜎௫ଶ，𝜎௬ଶ及び𝜎௫௬ଶ として定義している。この規

格及び ISO/TR 11146-3 では，角括弧は，モーメントの座標を強調するために使用している。こ

れは，𝜎௫ଶ = 〈𝑥ଶ〉，𝜎௬ଶ = 〈𝑦ଶ〉及び𝜎௫௬ଶ = 〈𝑥𝑦〉を意味する。 

注釈 3 三つの角度モーメント〈𝛩௫ଶ〉, 〈𝛩௬ଶ〉及び〈𝛩௫𝛩௬〉は，𝑧に依存しない。他の七つの 2 次モーメントは，

一般に𝑧の関数である。 

3.7 
ウィグナー分布の空間 2 次モーメント，〈𝑥ଶ〉, 〈𝑦ଶ〉, 〈𝑥𝑦〉（spatial second order moments of the Wigner 
distribution） 

次式によって，測定された放射パワー密度分布から直接求めることが可能である，2 次モーメントの部

分集合 

 2

2

( , , ) d d
( )

( , , )d d

E x y z x x x y
x z

E x y z x y

 

 
 

 



 

 
---------------------------------------------------------(4) 

 2

2

( , , ) d d
( )

( , , )d d

E x y z y y x y
y z

E x y z x y

 

 
 

 



 

 
---------------------------------------------------------(5) 

  ( , , ) d d
( )

( , , )d d

E x y z x x y y x y
xy z

E x y z x y

 

 
 

 

 

 

 
----------------------------------------------(6) 

3.8 
ビーム行列，P（beam matrix） 

次式で与えられる，ウィグナー分布（3.6）の全ての 10 個の 2 次モーメントとその要素とを含む対称か

つ正定値の 4×4 行列 
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2

2

2

2

x y

x y

x x x x y

y y x y y

x xy x x

xy y y y

x y

x y

 

 

    

    

 
 
 
 
 
 
 
 

P --------------------------------------------------------(7) 

3.9 
実効ビーム伝搬比，〈𝑀ୣଶ 〉（effective beam propagation ratio） 

次式のように定義される，一般非点収差ビームの集光性に関係する不変量 

 
1

2 4
eff

4 detM 

   P -------------------------------------------------------------------------------------(8) 

ここで，det(𝑷)は，行列𝑷の行列式である。 

注釈 1 実効ビーム伝搬比は，ビームが 4 次元位相空間（二つの横方向の空間次元及び二つの横方向の

角度次元）で占める体積に関係する不変量であり，したがって，ビームの集光性を示す指標と

なる。 

注釈 2 単純非点収差ビームの場合，実効ビーム伝搬比は，ビームの主軸のビーム伝搬比の幾何平均で𝑀ୣଶ = ඥ𝑀௫ଶ ×𝑀௬ଶである。無収差ビームの場合は，𝑀ୣଶ = 𝑀ଶである。 

3.10 
固有非点収差，a（intrinsic astigmatism） 

一般非点収差ビームが，レンズ及び自由空間伝搬を利用することで，どれだけ無収差ビームに近づける

ことが可能であるかを示す度合い 

       
2 2222 2 2 2 2

eff2
8 2 0x x y y x y y xa x x y y xy x y M       


          
 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------(9) 

注釈 1 ビームは，不変量である固有非点収差𝑎によって分類される。𝑎 = 0のビームは，固有無収差と

いい，𝑎 > 0のビームは，固有非点収差という。単純非点収差ビームについては，𝑎 = (1 2⁄ )൫𝑀௫ଶ −𝑀௬ଶ൯ଶ。詳細は，附属書 JA に記載されている。 

3.11 
ねじれパラメータ（twist parameter） 
t  

ビームの位相面の回転特性及びビームが運ぶ軌道角運動量に関係するパラメータ 

y xt x y   -----------------------------------------------------------------------------------------(10) 

注釈 1 ねじれパラメータは，自由空間及び球面レンズを通過する伝搬では不変である。円筒レンズを

介した伝搬では変化する場合がある。 

3.12 
主軸（principal axes） 

', 'x y  
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＜放射パワー密度分布＞ ビーム断面における放射パワー密度分布の 2 次モーメントに基づくビーム範

囲の最大及び最小に対応する軸 

 

図 1－実験室系及び主軸座標系におけるビーム形状 

注釈 1 最大範囲及び最小範囲に対応する軸は，常に互いに直交している。 

注釈 2 特に明記されていない限り，この規格では，𝑥ᇱは実験室座標系の𝑥軸に近い方の主軸，𝑦′は実験

室座標系の𝑦軸に近い方の主軸である。 

注釈 3 主軸が実験室座標系の𝑥軸及び𝑦軸と角度𝜋 4⁄ をなす場合，便宜上𝑥ᇱ軸は，最大範囲の方向にな

る。 

注釈 4 図 1 参照。 

（出典：JIS C 6192-1:0000 の 3.3） 

3.13 
方位角，φ（azimuthal orientation） 

＜放射パワー密度分布＞ 実験室系の𝑥軸と主軸𝑥′との間の方位角 
（出典：JIS C 6192-1:0000 の 3.4） 

3.14 
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ビーム幅，𝑑ఙ௫ᇱ(𝑧), 𝑑ఙ௬ᇱ(𝑧)（beam widths） 

軸方向位置𝑧におけるビーム断面での，放射パワー密度分布の 2 次モーメントに基づいた，それぞれ主

軸𝑥′及び𝑦′に沿った放射パワー密度分布の広がり範囲 

注釈 1 この定義は，ビーム幅を実験室座標系だけで定義する ISO 11145:2018 の 3.5.2 での定義とは異

なるが，この規格における目的から，ビーム幅をビームの主軸（3.12）座標系で定義している。 

注釈 2 3 種類の 2 次モーメントによるビーム幅の計算式は，7.2 に示されている。 

4 座標系 𝑥軸，𝑦軸及び𝑧軸は，実験室座標系における直交座標で定義し，ユーザが指定する。𝑧軸は，ビーム伝搬

方向とほぼ一致しなければならない。𝑥軸及び𝑦軸は，ビーム断面での座標で，通常はそれぞれ水平軸及び

垂直軸である。𝑧軸の原点は，製造業者によって指定された参照 x-y 面，例えば，レーザきょう（筐）体前

面にとられる。 

5 測定法原理 

5.1 一般事項 

この規格に示す測定法原理は，一般非点収差ビームに有効である。無収差ビーム及び単純非点収差ビー

ムには，JIS C 6192-1 が適用可能である。 

5.2 ウィグナー分布の空間 2 次モーメント 

空間 2 次モーメントは，空間分解型の検出器によってパワー密度分布を取得し，測定されたプロファイ

ルを補正し，1 次モーメント及び 2 次モーメントを計算して得られる。 

5.3 ウィグナー分布の 2 次モーメント 

10 個の 2 次モーメントを決定するためには，二つの異なる測定系が必要である。 

10 個の 2 次モーメントのうちの 8 個及び残り二つの和൫〈𝑥𝛩௬〉 + 〈𝑦𝛩௫〉൯は，一般化されたウェスト位置近

傍の異なる平面における伝搬軸𝑧に沿った異なる平面における放射パワー密度分布を取得し，測定された

各放射パワー密度プロファイルの三つの空間 2 次モーメントを計算し，それらに三つの独立した放物線を

フィッティングして得られる。 

差൫〈𝑥𝛩௬〉 − 〈𝑦𝛩௫〉൯は，円筒レンズの背後で取得した放射パワー密度分布の空間モーメントから得られる

（7.3 参照）。 

5.4 得られる量 

有効ビーム伝搬比𝑀ୣଶ ，固有非点収差𝑎及びねじれパラメータ𝑡は，式(8)～式(10)に従ってウィグナー分布

の 2 次モーメントから得られる。 

6 測定配置及び測定装置 

6.1 一般事項 
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この測定は，ビーム伝搬軸に沿った複数の軸方向位置の断面における放射パワー密度分布の測定に基づ

く。 

6.2 準備 

測定系の光軸は，測定するレーザビームと同軸であることが望ましい。この目的には，適切な光学的位

置合わせ装置が利用可能である（例えば，位置合わせレーザ又は走査鏡）。 

光学系の開口は，レーザビームの断面全体に対応することが望ましい。クリッピングによる損失は，総

ビーム出力又は総ビームエネルギーの 1 %未満でなければならない。 

光減衰器又はビーム形成光学系は，光軸が幾何学的中心を通過するように取り付けるのがよい。系統誤

差を避けるために注意を払わなければならない。反射，干渉の影響，外部環境光，熱放射又は空気ドラフ

トは，全て，不確実性を増大させる潜在的な原因である。 

測定は，レーザビーム全体が検出器面に入るように行われなければならない。これを判断するために，

異なる幅の開口を，各光学部品の前のビーム経路に導入可能である。出力信号を 5 %減少させる開口の直

径は，光学部品の開口の 0.8 倍未満であることが望ましい。 

6.3 環境の制御 

測定装置の機械的及び音響的隔離，外部放射からの遮蔽，実験室の温度安定化，低雑音増幅器の選択な

どの適切な措置を講じて，測定するパラメータの総合的な不確実性への寄与の低減を確保する。 

高出力レーザ光路の大気環境には，レーザ放射を吸収して測定するビームの熱変形を引き起こす可能性

のあるガス又は蒸気が含まれないように注意するのがよい。 

6.4 検出器系 

断面の放射パワー密度分布の測定には，高い空間分解能と高い信号対雑音比とを備えた検出器系の使用

が必要である。 

測定精度は，検出器系の空間分解能と信号対雑音比とに直接関係する。信号対雑音比は，大きなビーム

径で低出力のレーザビームにとって重要である（例えば，レーザビームの回折光部分）。 

ピクセルベースの検出器系では，空間分解能は，ビーム幅又はビーム径の少なくとも 1/20 であることが

望ましい。 

実際には，放射パワー密度分布𝐸(𝑥, 𝑦, 𝑧)のサイドローブの雑音が 2 次モーメント積分を支配する可能性

がある。したがって，通常は，バックグラウンド補正工程を適用する。より詳細については，ISO/TR 11146-
3 を参照。 

注記 JIS C 6192-1 の附属書 JA も参照。 

放射検出器系は，EN 61040:1992 の特に箇条 3 及び箇条 4 に従う。なお，次の点に留意しなければなら

ない。 

－ 検出器表面の損傷しきい値を確認し，レーザビームが損傷しきい値を超えないよう注意する。 

－ 検出器系の出力値（電圧など）が入力値（レーザ出力）に線形に依存することを，製造業者のデータ

又は測定によって確認する。検出器又は電子デバイスの波長依存性，非線形性又は不均一性は，校正

工程を使用して最小限に抑えるか又は補正する。 
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－ 放射パワー密度分布を決定するために走査装置を使用する場合，走査時間を通じてレーザ出力が空間

的及び時間的に安定していることを確保するように注意する。 

－ パルスレーザビームを測定する場合，パルス中にビームパラメータが変化する可能性があるため，サ

ンプリングのトリガー時間遅延及び測定時間間隔が重要な役割を果たす。したがって，これらのパラ

メータを試験報告書に明記する。 

6.5 ビーム形成光学系及び光減衰器 

ビーム断面積が検出器面積よりも大きい場合は，適切な光学系を使用して，検出器面でのビーム断面積

を小さくする。倍率の変化を評価手順中で考慮しなければならない。 

光学系は，波長に応じて選択する。 

検出器面でのレーザ出力密度を低減するには，光減衰器が必要になる場合がある。 

光減衰器は，レーザの光出力又は放射パワー密度が検出器の（線形）動作範囲又は損傷しきい値を超え

る場合に使用する。波長，偏光，角度に対する依存性，光減衰器の熱効果を含む非線形性又は不均一性は，

校正工程で最小限に抑えるか又は補正する。 

使用する光学素子は，いずれも相対的な放射パワー密度分布に大きな影響を与えるものであってはなら

ない。 

7 2 次モーメントの測定 

7.1 一般事項 

測定開始前に，熱平衡を達成するためにレーザをウォームアップする。この時間は，製造業者によって

指定されている時間，又は記載されていない場合は少なくとも 1 時間である。測定は，評価対象のレーザ

の種類に対してレーザの製造業者が指定した動作条件で実行する。 

7.2 放射パワー密度分布の 2 次モーメントの測定 

空間 2 次モーメントは，測定及び補正されたパワー密度分布から計算される。対応する積分は，積分領

域といわれる測定データのサブセットに対して行われる。そうしなければデータ中の重要なノイズが積分

を支配してしまう可能性があるためである。多くの場合，積分領域の適切な選択は，信頼性の高い結果を

得るために重要である。次に示す手順では，積分領域のサイズ及び位置を，初期状態では未知である測定

されたパワー密度分布のサイズ及び位置に関連付ける。したがって，反復的な手順が必要となる。 

式(2)～式(6)に従った全ての積分は，ウィグナー分布の空間 1 次モーメントで定義されたビーム重心を中

心とし，放射パワー密度分布の主軸に平行で，ビーム幅𝑑ఙ௫ᇱ及び𝑑ఙ௬ᇱの 3 倍の長方形の積分領域で行われる

（図 2 参照）。ビームの重心，方向及び幅は，初期状態では未知であるため，積分領域の近似から始める。

この近似には，ビームの範囲，方向及び位置を含むことが望ましい。この積分領域を使って，ビームの位

置，大きさ及び向きの初期値を求め，それを使って積分領域を再定義する。新しい積分領域から，ビーム

の大きさ，向き及び位置の新しい値を計算する。この手順を，結果が収束するまで繰り返す。 

特定の状況では，理想的な積分範囲が異なる場合がある。いずれにせよ，ビームの振幅は，積分範囲内

で検出限界以下になっていることが望ましい。 
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放射パワー密度分布の主軸の方位角𝜑は，式(11)によってパワー密度分布の 2 次モーメントから求めるこ

とが可能である。 〈𝑥ଶ〉 ≠ 〈𝑦ଶ〉の場合には， 

 2 21( ) arctan 2
2

z xy x y     -------------------------------------------------------(11) 

〈𝑥ଶ〉 = 〈𝑦ଶ〉の場合には，方位角 φ(z)は，次式(12)によって得られる。 

 ( ) sgn
4

z xy    --------------------------------------------------------------------------------(12) 

ここで， 

 sgn
xy

xy
xy

 -------------------------------------------------------------------------------------(13) 

主軸方向のビーム幅は，次の式(14)及び式(15)で与えられる。 

   
1

1 2
2 2 22 2 2 2

'( ) 2 2 4xd z x y x y xy 
            

------------------------------(14) 

   
1

1 2
2 2 22 2 2 2

'( ) 2 2 4yd z x y x y xy 
            

------------------------------(15) 

ここで， 

 
2 2

2 2
2 2

sgn
x y

x y
x y




  


--------------------------------------------------------------(16) 

式(14)及び式(15)は，〈𝑥ଶ〉 ≠ 〈𝑦ଶ〉の場合にだけ有効である。 〈𝑥ଶ〉 = 〈𝑦ଶ〉の場合には，これらは，次の式(17)及び式(18)で置き換えられる。 

 1/22 2
'( ) 2 2 2xd z x y xy    ----------------------------------------------------------------(17) 

 1/22 2
'( ) 2 2 2yd z x y xy    ----------------------------------------------------------------(18) 

これらの計算を測定ごとに実行し，ビーム幅及び方位角の平均値と標準偏差とを計算する。 
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記号説明 

1 積分領域輪郭 

図 2－積分領域 

 

7.3 ウィグナー分布の全ての 2 次モーメントの測定 

10 個全ての 2 次モーメントの十分かつバランスの取れた精度を得るには，一般化ビームウェストの前後

の一般化レイリー長の少なくとも 3 倍の範囲内で，20 以上の均等に分散された z 位置での放射パワー密度

プロファイルを取得しなければならない。一般化ビームウェストが直接測定によってアクセスできない場

合は，収差のない集束レンズ又は集束光学系を使用して人工ビームウェストを形成する。 

使用する集束光学系の基準面又は後側主面から距離 Δz の位置で取得した放射パワー密度分布から，空

間モーメント〈𝑥ଶ〉(∆𝑧)，〈𝑦ଶ〉(∆𝑧)及び〈𝑥𝑦〉(∆𝑧)を 7.2 に従って計算する。 

集束光学系の基準面又は後側主面における 2 次モーメント〈𝑥ଶ〉 , 〈𝑦ଶ〉 , 〈𝑥𝑦〉 , 〈𝛩௫ଶ〉 , 〈𝛩௬ଶ〉 , 〈𝛩௫𝛩௬〉 , 〈𝑥𝛩௫〉, 〈𝑦𝛩௬〉及び次の式(19)で表される量は，次に示す式(20)～式(22)に従って，測定面における空間モー

メントを三つの独立した放物線に近似して得られる。 

0 00y xs x y   -----------------------------------------------------------------------------------(19) 

2 2 2 2
00 0

(Δ ) 2Δ Δx xx z x z x z    -------------------------------------------------(20) 

2
00 0

(Δ ) 2Δs Δ x yxy z xy z     --------------------------------------------------------(21) 
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2 2 2 2
00 0

(Δ ) 2Δ Δy yy z y z y z    -------------------------------------------------(22) 

測定面の位置を適切に選択するには，基準位置又は集束光学系の後面から一般化ビームウェスト位置ま

での距離 Δz0,gと一般化レイリー長 zR,gとを式(23)及び式(24)を使用して決定することが必要である。 
0 0

0,g 2 2
0 0

Δ x y

x y

x y
z

 

 


 


---------------------------------------------------------------------------(23) 

 
 

2
2 2

R,g 22 2 2 2

x y

x y x y

x yx y
z

 

   


 

 
---------------------------------------------------------(24) 

2 次モーメント〈𝑥𝛩௬〉及び〈𝑦𝛩௫〉を決定するには，焦点距離 fc の円筒レンズを，基準面又は水平方向に

集束する集束光学系の後面から距離 Δz = Δz0,g + fc の位置に配置する（図 3 参照）。 

円筒レンズの後方焦点面における放射パワー密度分布を取得する。空間 2 次モーメント〈𝑥𝑦〉を 7.2 に従

って計算し，〈𝑥𝑦〉୦とする。次に円筒レンズを垂直方向に集束する方向に回転する（図 4 参照）。再度後方

焦点面における放射パワー密度分布を取得し，空間 2 次モーメント〈𝑥𝑦〉を 7.2 に従って計算し，〈𝑥𝑦〉୴とす

る。 

円筒レンズの焦点距離は，𝑓ୡ ≈ 𝑧ୖ,が推奨される。これによって，円筒レンズの後方焦点面で適切なビー

ムサイズが確保される。 

得られた値を用いて，z = 0 における 2 次モーメント〈𝑥𝛩௬〉及び〈𝑦𝛩௫〉を，次の式(25)及び式(26)を用いて

計算する。 

 0
v h0

c

1
2 2y
sx xy xy

f
    -----------------------------------------------------------------(25) 

 0
0 v h

c

1
2 2x
sy xy xy

f
    -----------------------------------------------------------------(26) 

集束光学系を使用して人工ビームウェストを形成した場合，既に取得している 10 個の 2 次モーメント

から基準面における 10 個の 2 次モーメントを取得するには，次の手順を実行する。 

全ての 10 個の 2 次モーメントをビーム行列 P0 に配置する（箇条 3 を参照）。次の式(27)に従って基準面

のビーム行列 Pref を計算する。 

T
ref 0  P S P S -------------------------------------------------------------------------------------------(27) 

ここで，S は，基準面から集束光学系の後側主面への光線伝搬を表す逆幾何光学系行列，ST は，S の転

置行列である。 

薄肉球面レンズを選択し，z 軸の原点がレンズの中心に配置されていると仮定すると，このシステム行
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列は，次式(28)で与えられる。 

1 0 0

0 1 0

1 0 1 0

10 0 1

L L
f

L L
f

f

f

   
 
   
 
 
 
 
 
 
 

S -------------------------------------------------------------------------(28) 

ここで， 
 L は，基準面とレンズとの間の距離である。 
 f は，焦点距離である。 

別の集束光学部品，例えば，厚肉球面レンズ又はレンズ光学系を使用する場合は，システム行列 Sを取

得する方法は，附属書 JB を参照。 

基準面における目的の 2 次モーメントは，行列 Pref の要素である。 
 

 
図3－水平方向に集束する円筒レンズ 図4－垂直方向に集束する円筒レンズ 

 

8 実効ビーム伝搬比の決定 

実効ビーム伝搬比は，式(8)に従って計算される。ここで，P は，いわゆるビーム行列で，箇条 7 で示し

たとおりに決定されるウィグナー分布の全ての 2 次モーメントを含む。詳細については，附属書 JA を参

照。 

9 固有非点収差の決定 
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伝搬におけるもう一つの不変量は，式(9)で定義される固有非点収差 a である。ビームは，固有非点収差

a に基づいて分類される。a = 0 のビームは，固有無収差といい，a > 0 のビームは，固有非点収差という。

固有非点収差を決定するには，箇条 7 で記載しているように，ウィグナー分布の 10 個の 2 次モーメント

を全て測定しなければならない。詳細は，附属書 JA に記載されている。 

10 ねじれパラメータの決定 

箇条 7 に従って決定されたウィグナー分布の 2 次モーメントから，式(10)を使用してねじれパラメータ t
を計算する。 

11 試験報告書 

試験報告書には，次の情報を含まなければならない。 

a) 一般情報 

1) この規格の記載，すなわち，JIS C 6192-2:0000 

2) 試験日 

3) 試験機関の名称及び所在地 

4) 試験を実施した担当者名 

b) 試験対象レーザに関する情報 

1) レーザの種類 

2) 製造業者 

3) 製造業者のモデル名 

4) 製造番号 

c) 試験条件 

1) 試験を実施したレーザの波長 

2) 温度（K）（半導体レーザ冷却液）（半導体レーザだけに適用） 

3) 動作モード［連続波（CW）又はパルス］ 

4) レーザパラメータ設定 

－ 出力放射パワー又はエネルギー 

－ 電流又はエネルギー入力 

－ パルスエネルギー 

－ パルス持続時間 

－ パルス繰り返し率 

5) モード 

6) 偏光 

7) 環境条件 

d) 試験及び評価に関する情報 

1) 放射パワー分布の測定に使用した装置 

2) 検出器及びサンプリングシステム 
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－ 検出器系の応答時間 

－ サンプリングのトリガー遅延（パルスレーザだけ） 

－ 測定時間間隔（パルスレーザだけ） 

3) ビーム形成光学系及び減衰法 

－ 光減衰器の種類 

－ ビームスプリッターの種類 

－ 集束光学素子の種類 

4) 試験に使用したその他の光学部品及びデバイス（偏光子，モノクロメーターなど） 

5) その他の関連パラメータ又は選択した試験方法の特性（絞り設定，基準面，基準軸，実験室座標系） 

e) 試験結果 

1) ウィグナー分布の 10 個の 2 次モーメント 
人工一般化ウェスト生成のための集束光学素子_________________________________ 

焦点距離___________________________________________________________________ 

参照面からの距離___________________________________________________________ 

円筒レンズの焦点距離_______________________________________________________ 
 

パラメータ 平均値 標準偏差 
<x2>   
<y2>   
<xy>   
<Θx2>   
<Θy2>   

<ΘxΘy >   
<xΘx >   
<yΘy >   
<xΘy >   
<yΘx >   

 

2) ビーム伝搬不変量及びねじれパラメータ（箇条 8～箇条 10 による。） 
 

パラメータ 平均値 標準偏差 
実効ビーム伝搬比 Meff2   
固有非点収差 a   
ねじれパラメータ t   

必要に応じて，ビーム幅及びビーム広がり角のような物理的なビームパラメータを，測定されたウィグ

ナー分布の 2 次モーメントから取得し，試験報告書に追加してもよい。ウィグナー分布の 2 次モーメント

と物理ビームパラメータとの関係については，附属書 JA を参照。 
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附属書 JA 
（参考） 

2 次モーメントによるレーザビームの特性評価 

この附属書 JA は，2004 年に第 1 版として発行された ISO/TR 11146-3 の箇条 2 を技術的内容及び構成を

変更することなく訳した附属書である。この附属書で引用又は参照している図番号及び式番号は，全てこ

の附属書中の図及び式を示す。 

2 2 次モーメントによるレーザビーム特性 

2.1 一般事項 

ほとんど全てのコヒーレント又は部分コヒーレントのレーザビームは，最大 10 個の独立パラメータ，い

わゆるウィグナー分布の 2 次モーメントによって特徴付けることが可能である。ある種の対称性，無収差

又は単純非点収差を示すレーザビームでは，必要なパラメータはさらに少なくなる。これらのパラメータ

を知ることで，任意の収差のない光学システムにおけるビーム特性が予測される。 

この規格全体を通じて，“放射パワー密度分布 E(x,y,z)”という用語は，連続波光源を指す。パルス光源

の場合は，“エネルギーフルエンス分布 H(x,y,z)”と読み替える。また，z 軸は，ビーム伝搬方向とほぼ平行

で，x 軸及び y 軸は，それぞれ水平方向及び垂直方向である座標系を仮定する。 

2.2 ウィグナー分布 

ウィグナー分布 h(x,y,Θx,Θy;z)は，測定面内において狭帯域のコヒーレント及び部分コヒーレントレーザ 
ビームの一般的かつ完全な記載である。一般的に言えば，図 1 に示すように，z 軸に対して水平近軸角 Θx

及び垂直近軸角 Θy で位置(x,y)で測定面を通過するビームの放射パワーの量を与える。 

注記 ウィグナー分布は，軸方向の位置 z の関数である。すなわち，同じビームのウィグナー分布は z 位
置が異なると異なる。したがって，ウィグナー分布から導出される量は，一般に z の関数でもあ

る。この規格全体を通じて，この z 依存性は，明示されない。その場合，ウィグナー分布は，任

意に選択された位置 z，すなわち，測定面を参照する。 

測定面における放射パワー密度 E(x,y)は，ウィグナー分布と次の関係にある。 

( , ) ( , , , )d dx y x yE x y h x y    




  -----------------------------------------------------------------(1) 

注記 近軸では，上の方程式の積分範囲は有限であり，ビームに含まれる光線の最大角度を表す。これ

らは，形式的には無限に拡張される。 
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記号説明 

x,y   空間座標 

Θx,Θy 対応する角度座標 

図 1－ウィグナー分布の座標系 

2.3 ウィグナー分布の 1 次及び 2 次モーメント 

ウィグナー分布の 1 次モーメントは，次式で定義される。 
1 ( , , , ) d d d dx y x yx h x y x x y
P

     ------------------------------------------------------------(2) 

1 ( , , , ) d d d dx y x yy h x y y x y
P

     ------------------------------------------------------------(3) 

1 ( , , , ) d d d dx x y x x yh x y x y
P

       -----------------------------------------------------(4) 

1 ( , , , ) d d d dy x y y x yh x y x y
P

       ---------------------------------------------------(5) 

ここで，P は，ビームの放射パワーで次式で与えられる。 

( , , , )d d d dx y x yP h x y x y     -------------------------------------------------------------------(6) 

又は式(A-1)を用いると， 

( , )d dP E x y x y  -----------------------------------------------------------------------------------------(7) 

空間モーメント〈x〉及び〈y〉は，測定面におけるビーム重心の面内位置を与える。角度モーメント〈Θx〉及び
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〈Θy〉は，ビーム重心の伝搬方向を与える。 

（中心の）2 次モーメントは，次の式で与えられる。 

       1 ( , , , ) d d d d
nk l mk l m n

x y x y x x y y x yx y h x y x x y y x y
P

         




      

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------(8) 

ここで，k，l，m 及び n は，非負整数で，k＋l＋m＋n＝2 である。したがって，10 個の異なる 2 次モーメ

ントが存在する。 

三つの空間 2 次モーメント<x2>，<y2>及び<xy>は，測定面における放射パワー密度分布の面内範囲に関

係し，三つの角度モーメント<Θx
2>，<Θy

2>及び<ΘxΘy>は，ビーム広がり角に関係する。また，四つの混合

モーメント<xΘx>，<xΘy>，<yΘx>及び<yΘy>は，測定面における位相特性に関係する。10 個の 2 次モーメン

トと物理的なビーム特性の間の関係の詳細は，次で説明する。 

空間の 1 次及び 2 次モーメントは，放射パワー密度分布 E(x,y)から直接取得することが可能である。式

(1)から次の関係が得られる。 
1 ( , ) d dx E x y x x y
P

  ---------------------------------------------------------------------------------(9) 

1 ( , ) d dy E x y y x y
P

  --------------------------------------------------------------------------------(10) 

 22 1 ( , ) d dx E x y x x x y
P

  ------------------------------------------------------------------(11) 

   1 ( , ) d dxy E x y x x y y x y
P

   -------------------------------------------------------(12) 

 22 1 ( , ) d dy E x y y y x y
P

  ------------------------------------------------------------------(13) 

他の 2 次モーメントは，他の面での空間モーメントを測定し，2 次モーメントの伝搬法則を使用して得

られる（下記参照）。 

注記 全ての 2 次モーメートの測定詳細は，この規格の本体に記載されている。 

2.4 ビーム行列 

10 個の 2 次モーメントは，次式のように 4×4 の対称ビーム行列にまとめられる。 
2

2

2T

2

x y

x y

x x x x y

y y x y y

x xy x x

xy y y y

x y

x y

 

 

    

    

 
 
 

          
 
 
 

W M
P

M U



-----------------------------------(14) 

注記 ISO/TR 11146-3:2004 の式(14)では，行列要素の P44（右下の隅）が
2

x となっていたが，これは，
2

y の誤記であるため修正して記載した。 
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ここで，Wは，空間モーメントの対称部分行列で，次式で与えられる。 
2

2

x xy

xy y

 
 
 
 

W ---------------------------------------------------------------------------------------(15) 

Uは，角度モーメントの対称部分行列で，次式で与えられる。 
2

2

x x y

x y y

  

  

 
 
 
 

U -------------------------------------------------------------------------------(16) 

また，M は，混合モーメントの部分行列で，次式で与えられる。 

x y

x y

x x

y y

 

 

 
 
 
 

M ---------------------------------------------------------------------------------(17) 

2.5 無収差光学系における伝搬 

無収差光学系は，幾何光学で知られる 4×4 のシステム行列 S によって表される。このシステム行列を

介した 2 次モーメントの伝搬は，次式で与えられる。 

T
out in  P S P S ------------------------------------------------------------------------------------------(18) 

ここで，Pin 及び Pout は，それぞれ光学系の入射面及び出射面におけるビーム行列である。 

システム行列の例は，この規格の附属書 JB に記載されている。 

2.6 2 次モーメントとビームの物理量との関係 

10 個の 2 次モーメントは，よく知られているビームの物理量と密接に関連している。 

三つの空間モーメントは，測定面におけるビームの放射パワー密度分布の面内の大きさを表す。面内の

大きさの最小範囲及び最大範囲に対応する方向は，主軸といい，常に互いに直交している。放射パワー密

度分布は，その主軸に沿った大きさ及び主軸の方位角によって特徴付けられる。実験室座標系の x 軸に近

い主軸方向に沿ったビーム幅は，次式で与えらる。 

     
1

1 2
2 2 22 2 2 22 2 4xd x y x y xy 

            
----------------------------(19) 

また，実験室座標系の y 軸に近い主軸方向に沿ったビーム幅は，次式で与えられる。 

     
1

1 2
2 2 22 2 2 22 2 4yd x y x y xy 

            
----------------------------(20) 

ここで， 
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2 2

2 2
2 2

sgn
x y

x y
x y




  


---------------------------------------------------------------(21) 

主軸が x 軸又は y 軸に対して＋π/4 又は－π/4 の角度をなす場合，〈x2〉＝〈y2〉であれば，dσx は，慣例によっ

て二つのビーム幅のうち大きい方をとる。すなわち， 

  
1
22 22 2 2xd x y xy    ---------------------------------------------------------------(22) 

  
1
22 22 2 2yd x y xy    ---------------------------------------------------------------(23) 

x 軸に近い主軸と x 軸との間の方位角は，次式で与えられる。 

 𝜑(𝑧)   2 21 arctan 2
2

xy x y  -----------------------------------------------------------(24) 

注記 ISO TR 11146-3:2004 の式(24)では，方位角を z の関数ではない“φ”と表記していたが，次式(25)
とも整合が取れない編集の誤記であるため，“φ(z)”に修正して記載した。 

式(24)は， 2 2x y の場合で， 2 2x y の場合には，φ(z)は，次式で与えられる。 

 ( ) sgn
4

z xy    ------------------------------------------------------------------------------------(25) 

ここで， 

 sgn
xy

xy
xy

 ---------------------------------------------------------------------------------------(26) 

図 2 を参照。 
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図 2－放射パワー密度分布の主軸の方位角及びビーム幅 

ほぼ同様に，三つの角度モーメントは，ビーム広がり角に対応し，それが最大及び最小となる直交方向

におけるビーム広がり角を表す。これらの方向は，ビーム広がり角の主軸といい，測定面における放射パ

ワー密度分布の主軸とは必ずしも一致しなくてよい。実験室座標系の x 軸に近い主軸方向のビームの広が

りは，次式で与えられる。 

     
1

1 2
2 2 22 2 2 22 2 4x x y x y x y       

            
-----------------(27) 

また，y 軸に近い主軸方向のビームの広がりは，次式で与えられる。 

     
1

1 2
2 2 22 2 2 22 2 4y x y x y x y       

            
-----------------(28) 

ここで， 

 
2 2

2 2
2 2

sgn x y
x y

x y

 
  

 


  


---------------------------------------------------------(29) 

ビーム広がり角の主軸が，x 軸又は y 軸に対して＋π/4 又は－π/4 の角度をなす場合，〈Θx〉＝〈Θy〉であれば，

Θσx は，慣例によって二つのビーム広がり角のうち大きい方をとる。すなわち， 

  
1
22 22 2 2x x y x y       -------------------------------------------------------(30) 
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1
22 22 2 2y x y x y       ------------------------------------------------------(31) 

x 軸に近いビーム広がり角主軸と x 軸との間の方位角は，次式で与えられる。 

 𝜑௵(𝑧)   2 21 arctan 2
2 x y x y     --------------------------------------------------(32) 

注記 ISO TR 11146-3:2004 の式(32)では，方位角を z の関数ではない“φ”と表記していたが，次式(33)
とも整合が取れない編集の誤記であるため，“φ(z)”に修正して記載した。 

式(32)は， 2 2
x y  の場合で， 2 2

x y  の場合には，φΘ(z)は，次式で与えられる。 

 ( ) sgn
4x yz
    -------------------------------------------------------------------------------(33) 

ここで， 

 sgn x y
x y

x y

 
 

 
 --------------------------------------------------------------------------------(34) 

四つの混合モーメントは，測定面におけるビームの平均位相特性に関連する。最良適合位相放物面は，

最大曲率と最小曲率との直交方向によって特徴付けられる。これらの曲率は，主軸に沿って独立に負又は

0（ゼロ）の値もとることがある。位相放物面の主軸という最大曲率及び最小曲率の方向は，測定面におけ

る放射パワー密度分布の主軸及びビーム広がり角の主軸と必ずしも一致しなくてよい。これらの主軸の方

位角とそれに沿った平均位相面の曲率半径を取得するには，曲率行列 Cを次式で計算する。 

   1T Txx xy

xy yy

C C
C C

 
       
 

C A A B B A B ------------------------------------------------(35) 

ここで， 

10 1
1 0

 
   

A W ----------------------------------------------------------------------------------------(36) 

1 B M W ------------------------------------------------------------------------------------------------(37) 

実験室座標系の x 軸に近い主軸の方向に沿った平均位相面の曲率半径は，次式で与えられる。 

2 2

2
( ) ( ) 4

x

xx yy xx yy xy

R
C C C C C

 
   

----------------------------------------------------(38) 

同様に，y 軸に近い主軸の方向に沿った平均位相面の曲率半径は，次式で与えられる。 

2 2

2
( ) ( ) 4

y

xx yy xx yy xy

R
C C C C C

 
   

----------------------------------------------------(39) 



23 
C 6192-2：0000 (ISO 11146-2：2021) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

ここで， 

 sgn xx yy
xx yy

xx yy

C C
C C

C C



  


---------------------------------------------------------------------(40) 

平均位相面の主軸が，x 軸又は y 軸に対して＋π/4 又は－π/4 の角度をなす場合，Cxx＝C yy であれば，Rx

は，慣例によって二つの主曲率半径（符号を含む。）のうち大きい方をとる。すなわち， 

2
( ) 2x

xx yy xy

R
C C C

 
 

 -----------------------------------------------------------------------------(41) 

2
( ) 2y

xx yy xy

R
C C C

 
 

-----------------------------------------------------------------------------(42) 

x 軸に近い主軸と x 軸との間の位相面方位角は，次式で与えられる。 

 1 arctan 2
2P xy xx yyC C C     --------------------------------------------------------------------(43) 

式(43)は，Cxx ≠ Cyy の場合で，Cxx＝Cyy の場合には，位相面方位角は，次式で与えられる。 

 sgn
4P xyC    -----------------------------------------------------------------------------------------(44) 

ここで， 

 sgn xy
xy

xy

C
C

C
 -------------------------------------------------------------------------------------------(45) 

位相特性に関連するもう一つの物理ビームパラメータは，次式で定義されるねじれパラメータ t である。 

y xt x y    

ねじれパラメータは，ビームの軌道角運動量に比例し，無収差光学系における伝搬では不変量である。 

2.7 伝搬不変量 

ビーム行列の伝搬法則から，次の二つの独立した不変量が得られる。 

実効ビーム伝搬比は，次式で定義される。 

 
1

2 4
eff

4 det( ) 1M 


 P --------------------------------------------------------------------------------(46) 

また，固有非点収差は，次式で定義される 

        
2 2222 2 2 2 2

eff2
8 2 0x x y y x y y xa x x y y xy x y M        


         

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------(47) 
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実効ビーム伝搬比は，ビームの集光性に関係する。 

注記 より一般的なビーム伝搬比は，ビーム全体の広がりの尺度，又は全体的な近視野及び遠視野の局

在性の尺度である。 

無収差ビーム（下記参照）では，実効ビーム伝搬比は，ビーム伝搬比に等しい。すなわち， 

2 2
effM M ---------------------------------------------------------------------------------------------------(48) 

𝑀௫ଶ ≠ 𝑀௬ଶとなる単純非点収差ビーム（下記参照）では，実効ビーム伝搬比は，ビームの二つの主軸に沿

ったビーム伝搬比の幾何平均に等しい。すなわち， 

2 2 2
eff x yM M M -------------------------------------------------------------------------------------------(49) 

固有非点収差は，ビームの目に見える非点収差及び隠れた非点収差に関係する。無収差ビームの場合，

固有非点収差 a は消失する。単純非点収差ビームの場合，固有非点収差 a は，次式で与えられる。 

 22 21
2 x ya M M  ----------------------------------------------------------------------------------------(50) 

これらの量は，無損失かつ無収差の光学系での伝搬においてだけ不変量である。他の系では，それらは，

異なる場合がある。これらの不変量の組合せも，また，不変量である。 

2.8 幾何学的分類 

ビームは，無収差光学系又は単純非点収差光学系における伝搬特性に従って分類してもよい。無収差光

学系とは，理想的な球面レンズだけを使用して実現可能な光学系である。単純非点収差系とは，全て同じ

向きに配置された理想的な円筒レンズを用いて実現可能な光学系である。 

幾何学的ビーム分類は，ビームが伝搬中に受ける放射パワー密度分布の対称性を参照して決まる。“対称

性”という用語は，2 次モーメントの対称性を意味する。放射パワー密度分布は，主軸に沿って測定した

最小ビーム幅と最大ビーム幅との比が 0.87 より大きい場合，円対称（点対称）分布として分類される。そ

れ以外の場合は，だ（楕）円分布として分類される。 

注記 この定義では，正方形断面のフラットトップ放射パワー密度分布も円対称として分類される。 

だ（楕）円形の放射パワー密度分布は，方位角 φ で指定される方向によって特徴付けられる。自由空間

伝搬では，ビームの放射パワー密度分布は，全てが円対称分布，全てがだ（楕）円分布，又は一部が円対

称分布で一部がだ（楕）円分布となる可能性がある。 

無収差ビームとは，自由伝搬において全ての放射パワー密度分布が円対称で，さらに，ビームが任意の

向きの円筒レンズを通過した場合，レンズ通過後の全てのだ（楕）円放射パワー密度分布が，レンズの円

筒面に平行な軸と同じ又は直交する方向をもつ場合である。 

単純非点収差ビームとは，自由空間伝搬において全てのだ（楕）円放射パワー密度分布が同じ（又は直

交する）方位角をもち，さらに，ビームがビームと同じ方向の円筒レンズを通過した場合，レンズ通過後

の全てのだ（楕）円放射パワー密度分布が，円筒レンズと同じ又は直交する方向をもつ場合である。 

これ以外の全てのビームは，一般非点収差ビームに分類される。 
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幾何学的ビーム分類は，ビーム行列から導くことが可能である。三つの部分行列 W，M 及び U が全て

単位行列にほぼ比例する場合，ビームは，無収差ビームである。全ての部分行列 W，M 及び U が対角行

列である場合，ビームは，単純非点収差ビームであり，x 軸及び y 軸に対称になる。部分行列M がほぼ対

称である場合，すなわち，ねじれパラメータ t が消失し，測定面における放射パワー密度分布の主軸，ビ

ーム広がり角の主軸，及び位相放物面の主軸が全て次式のようにほぼ一致する場合，ビームは，単純非点

収差ビームで，ただし，方位角 φ だけで回転したビームである。 

P    -------------------------------------------------------------------------------------------------(51) 

これ以外の全てのビームは，一般非点収差ビームに分類される。 

2.9 固有分類 

ビームの幾何学的分類は，光学系を通過した後に変化する場合がある。しかし，どんなビームも無収差

ビームに変換可能なわけではないことを示すことが可能である。ビームが無収差ビームに変換される可能

性がある場合は，固有無収差ビームという。したがって，単純非点収差ビーム又は一般非点収差ビームで

あっても，固有無収差ビームに分類される場合がある。 

次式の条件が満たされれば，ビームは，固有無収差ビームに分類される。 

 22
eff

0.039a

M
 -------------------------------------------------------------------------------------------(52) 

注記 このしきい値 0.039 は，放射パワー密度分布の真円度のしきい値 0.87 と一致する。これによって，

幾何学的無収差ビームは，固有無収差ビームであることが保証されている。 
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附属書 JB 
（参考） 

光学システム行列 

この附属書 JB は，2004 年に第 1 版として発行された ISO/TR 11146-3 の Annex A（informative）の技術

的内容及び構成を変更することなく訳した附属書である。この附属書に記載している式番号は，全て

ISO/TR 11146-3 のままとしている。なお，Annex A に箇条・細分箇条はない。 

 

無収差の光学系は，4×4 のシステム行列で表される。この規格の附属書 JA の 2.5 で与えられた伝搬法

則は，これらの行列に基づいており，ビーム特性を予測するために簡単に使用可能である。この附属書で

は，最も重要な光学要素に対するシステム行列を示し，組合せ光学系のシステム行列を計算する手順を示

す。 

距離 L の自由伝搬に対するシステム行列は，次式で与えられる。 

P

1 0 0
0 1 0

( )
0 0 1 0
0 0 0 1

L
L

L

 
 
 
 
 
 

S --------------------------------------------------------------------------------(A-1) 

焦点距離 f の薄肉球面レンズのシステム行列は，次式で与えられる。 

SL

1 0 0 0
0 1 0 0

( )
1/ 0 1 0
0 1/ 0 1

f
f

f

 
 
 
 
 

 

S -------------------------------------------------------------------(A-2) 

整列した円筒レンズのシステム行列は，次式で与えられる。 

CL

1 0 0 0
0 1 0 0

( , )
1 / 0 1 0
0 1/ 0 1

x y
x

y

f f
f

f

 
 
   
   

S ------------------------------------------------------------(A-3) 

ここで，fx 及び fy は，それぞれ水平方向及び垂直方向の焦点距離である。 

水平軸に対して角度 α だけ回転した円筒レンズのシステム行列は，次式で与えられる。 

T
RCL CL( , , ) ( ) ( , ) ( )x y x yf f f f    S R S R ------------------------------------------------------(A-4) 
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ここで， 

cos sin 0 0
sin cos 0 0

( )
0 0 cos sin
0 0 sin cos

 
 


 
 

 
  
 
 

 

R ------------------------------------------------------(A-5) 

また，R(α)T は，R(α)の転置行列である。 

幾つかの光学素子を組み合わせた光学系のシステム行列は，行列の積によって求めらる。例えば，入射

面からの距離 L1 で，出射面からの距離が L2 の位置に焦点距離 f の球面レンズが置かれた光学系のシステム

行列は，次式で与えられる。 

P 2 SL P 1( ) ( ) ( )L f L  S S S S --------------------------------------------------------------------------(A-6) 
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